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研究成果の概要（和文）：本研究課題では，個人モデルのマルチエージェントを世帯モデルに改良し，多様な就業形態
をもつ世帯における所得代替率を推測し，現状の国民年金制度に加えて，政府および各世帯が施すべき対策を検討した
．世帯単位のエージェントシミュレーションを実現するため，婚姻モデルを導入し，６種類の夫婦世帯（（夫，妻）＝
（１，１），（１，２），（２，１），（２，２），（２，３），（３，２）：１は１号被保険者，２は２号被保険者
，３は３号被保険者を表す）の所得代替率の計算を行った．その結果，１号被保険者同士の夫婦の平均所得代替率が３
６．７％になることがわかり，これらの形態の世帯に対する支援が必要であることが明らかになった．

研究成果の概要（英文）：In this research project, we modify the individual agent-simulation-model to a 
household agent-simulation-model. Based on the model, we estimate the replacement rate for various types 
of households in order to consider measures the government or the household should take. We introduce a 
marital model in our model to produce six types of households such as (1, 1), (1, 2), (2, 1), (2, 2), (2, 
3), and (3,2) where 1 is the first-grade insured person, 2 is the second-grade insured person, and 3 is 
the third-grade insured person. We calculate the replacement rate for those couples, and find that the 
average replacement rate the couple of (1, 1) will be 36.7% toward the average wage that a current worker 
earns. That shows some support should be needed for those couples.

研究分野： 政策工学

キーワード： 公的年金制度　エージェントシミュレーション　社会シミュレーション
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１．研究開始当初の背景 
	 本研究課題の目的は，研究代表者が実施し
てきた国民年金および厚生年金の個人単位
のシミュレーションを実施し，様々な世帯に
おける個人レベルでの年金受給額を検討す
ることである．研究開始当初では，世帯モデ
ルになっていなかったため，世帯ごとに得ら
れる年金が十分であるかどうかの検討が困
難であった． 
 
２．研究の目的 
	 本研究では，現在の国民年金の目標となっ
ている，所得代替率が 50%を切らないような
制度設計により，標準世帯以外の世帯への影
響を検討する．図１は，国勢調査に基づく
世帯数の推移を示している．世帯数はこの
20年にかけて増加しているが，その増加が
主に単独世帯（世帯構成員数が１の世帯）
の増加によるものであることがわかる．
2005 年の段階で単独世帯の全世帯に占め
る割合は 30％に迫り，標準世帯以外の世帯
が数多く存在する事がわかる．標準世帯以
外の世帯では，年金により得られる生活費
が少なく，生活を維持できない可能性があ
る．そこで，本研究では，研究代表者が実
施してきた個人レベルのマルチエージェン
トシミュレーションモデルを拡張して，世
帯を構成可能なモデルを開発し，世帯ごと
の所得代替率（受給年金額の現役世代の平
均収入額に対する割合）を検討可能にする． 
 

 
図１：世帯数の推移 

 
３．研究の方法 
	 本研究課題では，世帯を構成できるように
するため，エージェント間の婚姻モデルを導
入した．本研究課題では，エージェントの年
齢，就業状況，就業区分を考慮した婚姻確率
を導入し，夫婦の年金保険区分を考慮した婚
姻モデルを導入する．また，地域別の所得代
替率を考慮することにより，各地域における
所得水準を考慮した所得代替率を計算でき
るようにした．	 
	 各エージェントは，出生率に応じて生成さ
れ，年齢，性別，賃金記録，保険支払い記録，
保険給付記録などのパラメータを持ってい
る．また，エージェントの死亡は，毎年の生
存率によって決定する．エージェントが 20
歳に達した後，年齢別，性別の就業率に基づ

いて仕事を始め，そして，仕事をしているエ
ージェントは，その年，その年齢，性別の平
均賃金から生成された賃金を得る．また，仕
事をしているエージェントは，加入保険の種
類とその年の賃金に基づいて，保険料の支払
いを行う． 後に，65 歳から死亡までの間，
自分の支払った保険料の記録から計算され
た額の年金を給付される．	 
	 各年金区分加入者数を計算する方法を以
下に示す．	 
Step	 1：2006 年 12 月に国立社会保障・人口

問題研究所（NIPSSR）が公表した人
口推計を使用して，各世代の総人口
を計算する．	 

Step	 2：性別・年齢別の労働状況統計データ
を用いて，総人口に対する労働者人
口を計算する．	 

Step	 3：2004 年に行われた年金制度再評価に
基づいて，労働者に対する第 2 号被
保険者数を計算する．	 

Step	 4：2004 年に行われた公的年金の現状調
査に基づいて，推定した第 2 号被保
険者数に対する第 3 号被保険者数の
比率を用いて，第 2 号被保険者に対
する第 3号被保険者数を計算する．	 

Step	 5：第 2 号被保険者と第 3号被保険者以
外は第 1号被保険者とする．	 

	 ここで，各年金保険区分の被保険者は，世
代・性別ごとに確率的にエージェントに保険
区分を割り当てる．	 
	 エージェントの個人賃金では，年齢別賃金
構造率とその年の平均賃金分布にしたがっ
て，すべての労働者の賃金を決定する．また，
シミュレーションの開始時点から，賃金上昇
率により各年度の平均賃金を変化させる．賃
金構造率とは，平均賃金に対する賃金の変化
率である．今回使用する賃金構造率では，厚
生労働省が発表した日本の賃金構造基本統
計調査に基づいて推定する．なお，賃金構造
は本来緩やかに変化するが，本シミュレーシ
ョンにおいて一定であると設定する．特定の
個人がある年齢で労働者である確率は年齢
別雇用率によって決定する．今回使用する年
齢別雇用率は，総務省の国勢調査の男女別年
齢別雇用率により推定する．	 
	 エージェントの結婚行動では，男女別年齢
別未婚者に対する結婚率にしたがって，毎年
の結婚人口を決定する．決定した結婚人口の
中に，職業別結婚率，夫婦年齢差などを考慮
した上で，結婚行動を行う．また，結婚率は，
毎年変化するが，本シミュレーションでは，
2005－2010 年の間は実際の毎年の結婚率を
使用し，2011 年以降は，2010 年の結婚率を
用いる．結婚率は，国立社会保障・人口問題
研究所を発表された年齢別未婚者に対する
初婚率に基づいて決定する（20歳から69歳，
および 70 歳以上，5 歳区切り）．職業別結婚
率は，総務省が発表した平成 19 年就業構造
基本調査に基づいて，第 1号被保険者の自営
業者と第 2号被保険者の会社員との結婚にお



いて使用する．	 
	 
４．研究成果	 
	 前節３に示したシミュレーションモデル
により，各年金区分に対して，図２のような
平均所得代替率の推移を得た．図の cate1，
cate2，cate3 はそれぞれ第１号被保険者，第
2 号被保険者，第３号被保険者の所得代替率
の推移を示す．この図より，所得代替率が全
ての年金区分において減少していくことが
わかる．世帯別の所得代替率を見てみると，
2015 年時点では，独身の男女については，男
性の第１号被保険者は 13.3%，女性の１号被
保険者は 13.5%，男性の 2号被保険者は 41.1%，
女性の 2 号被保険者は 36.5%となることがわ
かった．また，夫婦の年金区分がそれぞれ，
（1,1），（1,2），（2,1），（2,2），（2,3），（3,2）
となる世帯についてはそれぞれ，36.7%,	 
37.0%,	 38.5%,	 58.6%,	 40.9%,	 37.7%になる
ことがわかった．	 
	 また，図３に，提案したエージェントシミ
ュレーションモデルを用いて推計した 2040
年と 2050 年の世帯種別ごとの所得代替率を
示す．加えて，都道府県別の平均所得代替率
として，2050 年の北海道，東京都，静岡県，
京都府，福岡県の値を示す．	 
	 図３から所得代替率は高くても，4 割を切
っており，特に第１号被保険者を含む世帯で
は，3 割を切っていることがわかる．これら
のことから，第１号被保険者は，生活を維持
するために，公的年金以外の備えをする必要
があることがわかる．	 
	 さらに，図３の結果から，北海道や福岡県
などの地域においては，高い所得代替率を示
すものの，東京都や京都府などの都市圏にお
いては，所得代替率が低くなることを示して
いる．これらは，都市部の方が，平均賃金が
高くなるために，全国でほぼ一律に支給され
る年金との比率を示す所得代替率は，都市部
で低くなることを示している．	 
	 構築したシミュレーションモデルの現時
点での課題としては，都道府県間の人口移動
が考慮されていないため，大学教育や社会人
になった際の人口移動による，各都道府県の
人口動態の変化に誤差があることがわかっ
ている．人口の将来推計については今後も精
度を高める必要がある．	 

 
図２：平均所得代替率の推移 

	 
図３：世帯種別・都道府県別の 

平均所得代替率	 (2050)	 
	 
	 これらの結果から，現在の公的年金制度に
おいて，第１号被保険者に対する年金が不十
分であることが考えられ，年金以外に生活を
支える手段を講じておく必要があること，ま
た，都市部では，所得代替率が低くなるため，
所得水準の低い地域に移動することも一つ
の方策であることがわかる．	 
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